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1．基幹教員制度の衝撃

2022年10月1日、大学設置基準等の一部を改正する
省令が施行された。この改正のうち、もっとも注目を
浴びたのは新たに設けられた「基幹教員」という制度で
ある。これまでの「教員は、一の大学に限り、専任教
員となるものとする」（大学設置基準第十二条）という
大学設置基準の規程を廃し、1人の教員が複数の大学
や学部に所属できるようにし、そうした教員を基幹教
員と称することになった。この制度が導入されたこと
で、大学や大学教員はどのように変わる可能性がある
のか、本稿はこれを考察することを目的とする。以下、
基幹教員という制度を概観したのち、この制度の構築
過程において何が議論されたのか中央教育審議会の議
事録や資料をもとに分析し、次に、新制度とこれまで
の大学教員政策との関連を探り、一連の大学教員政策
が今後の大学や大学教員にもたらす影響を考察する。

まず基幹教員制度だが、従来の専任教員は、基幹教
員と基幹教員でない教員に分かれる。両者を区別する
のは、教育課程の編成その他の学部の運営について責
任を担うか否かである。基幹教員は教育課程の編成な
どに責任をもつ教員である。基幹教員ではない教員と
は、学内のセンターなどに所属する、教育課程の編成
に責任を負う必要がない教員である。そして、基幹教
員はさらに3タイプに分けることができる。第1は、
常勤の教員で1大学の1学部に所属し、主要授業科目
を担当するケース（＝これまでの専任教員と同様）、第
2は、常勤の教員が他大学・他学部の授業科目を年間8
単位以上担当するケース、第3は、常勤以外の教員

（非常勤）が、ある大学の授業科目を年間8単位以上担
当するケースである。大学は、第2、第3のタイプの
基幹教員を、必要基幹教員数の4分の1まで置くこと
ができるとされた。ここが新規な点である。なぜ、こ
のような制度が導入されたかと言えば、文部科学省
は、「本来専任教員が担っている「学位プログラム」の
編成・実施やその不断の見直しなど、「学位プログラ
ム」に係る教員の責任性の明確化を図る」ことに主眼が
あり、この制度導入により「教員が十分に養成されて
いない成長分野等において、民間企業からの実務家教
員の登用の促進や、複数大学等でのクロスアポイント
メント等の進展が期待」でき、「迅速で柔軟な学位プロ
グラム編成が可能」、「新たな学位プログラムの構築・
編成が容易」になると、そのメリットを謳っている（文
部科学省 2022a）。

2．制度構築課程の議論（1）─質保証システム部会

基幹教員についての審議は、中央教育審議会大学分
科会質保証システム部会で行われた。2020年7月3日
の第1回から、2022年3月18日の第14回まで1年9か
月をかけて、「新たな時代を見据えた質保証システム
の改善・充実について（審議まとめ）」（中央教育審議会
大学分科会質保証システム部会 2022）を作成した。こ
の部会での審議経過は、2022年2月9日の第165回大
学分科会にて途中経過の説明にはじまり、第169回

（2022年9月7日）まで分科会開催のたびに説明が加え
られている。こうした経緯を経て、大学設置基準等の
一部を改正する省令案が諮られ2022年10月1日に省
令が施行された。
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この過程で何が議論されたか、文部科学省のメリッ
トの強調に対して何らかの懸念が出されたり、委員の
間で意見が対立したりしなかったのだろうか。これを
問うのは、従来の大学教員の在り方に大きな変化をも
たらす可能性があるが、それだけでなく日本社会にお
いて就業する組織を複数もつとはきわめて稀なことだ
からだ。

質保証システム部会の議事録をみると、専任教員問
題が明確に議論の俎上に上ったのは、第9回（2021年7
月7日）からである。文部科学省からの専任教員のこ
れまでの制度上の位置づけの変遷を説明の後に、「教
育の安定性・継続性や組織運営上の必要性の観点から
常勤性を考慮するとともに、ICT技術の発展に鑑み、
他大学を本務とする非常勤教員もチームの一員として
授業を行うことなどが想定されますことから、実際に
教育を担当する業務量に基づく柔軟な算定方法が行え
るよう定義を見直してはどうか」（文部科学省　2021）
という提案が出されている。しかし、これを議論する
時間がなく、次回へ先送りとなった。

第10回（2021年8月4日）では、自由に議論がなされ
るが、大学設置基準の専任教員に関する規程を緩和す
ることに関しては、たとえば、「地域社会のニーズに
臨機応変に対応するには、学部学科の設置に係る専任
教員の基準の緩和みたいなことはどうしても必要だと
思っています。」、「クロス・アポイントメント制度の利
便性を高めて、国内外の複数の大学で教員を共有する
ことなどもできるようになれば、海外大学との教育連
携が進んで、大学のグローバル化が更に進む」（文部科
学省 2022b）など、賛同する意見が多い。

そして、第12回（2022年1月7日）には、規制改革推
進会議から文部科学省が検討すべき改革事項が示さ
れ、その1つとして「専任教員数について、多様な働
き方・価値観が広がり、非常勤講師・実務家教員を含
む兼任教員、TA（Teaching Assistant）、SA（Student 
Assistant）及び大学職員が教育に果たす役割が拡大し
ていること、オンライン授業の活用が進んでいるこ
と、チーム・ティーチングの活用が進んでいることな
どを踏まえ、現状の大学や学部ごとに定められている
専任教員数の規制を見直すこと」が検討課題とされた

ことが紹介される（規制改革推進会議 2021）。さらに
部会長からも、「クロスアポイントメント等多様な働
き方が広がっていることも踏まえて、「一の大学に限
り専任教員となる」といういわゆる専任教員の現行の
在り方について、その定義等を見直す必要があるだろ
う」（文部科学省 2022c）という発言があり、設置基準
の改正ありきという雰囲気が醸成されている。

第13回（2022年2月16日）には、審議まとめの素案
が作業チームから出される。作業チームとは、第11
回において大学設置基準に関して具体的な検討を行う
ために部会内に設置された数名のグループであり、こ
こで実質的な案が取り決められた。そこでは、「「専任
教員」の概念を「基幹教員」（仮称）と改め、その定義を
教育課程の編成等に責任を担う者であって、一定以上
の授業科目を担当する教員（例 年間8単位以上等）と
し、設置基準上最低限必要な教員の数の算定にあたり
一定以上の授業科目を担当する常勤以外の教員につい
ては一定の範囲（例 半数まで、1/4程度）まで算入を認
める。また、主要授業科目の担当を基幹教員（仮称）と
することが考えられる」と、基幹教員と言う名称や定
義が規定されている（質保証システム部会 作業チーム 
2022）。基幹教員という案は、やや唐突に提案され、
十分な議論がないまま、最終の第14回（2022年3月18
日）では、「審議まとめ（案）」が示され、了承を得て部
会の審議まとめとなる。

この経緯をみると、基幹教員についての議論は第9
回から第13回、そのうち第9回、第12回、第13回は
文部科学省の説明が主であり、委員間での議論が交わ
されたのは第10回のみである。しかも、そこではな
ぜか賛成意見だけが述べられ、新制度がもたらしかね
ない懸念事項は述べられていない。むしろ第13回の
概要説明の折に、部会長自ら、基幹教員について「教
育研究の質の低下を招かないよう、学内及び学外での
兼務の際の取扱いや、その際の条件については制度化
に当たり留意する必要があるということ、また、大学
の教育研究体制等への影響も踏まえ、各大学において
基幹教員の情報、例えば学位であるとか、教育研究業
績、あるいは経歴等を常時公表し、外部からの検証が
受けられるようにするなど、データやエビデンスに基
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づく分析等が行うことができるようにすることが求め
られるということを明記しました。」（文部科学省 
2022d）との留意事項が説明されたほどである。

このようにして質保証システム部会では、基幹教員
制度の導入が決定された。これは、何も特別なケース
ではない。通常の審議会は、こうして政策が決定して
いく。

3．制度構築過程の議論（2）─大学分科会

この審議まとめは、次に中央教育審議大学分科会に
上程される。大学審議会では、2022年2月9日の第
165回大学分科会にて途中経過の説明があり（1）、その
後、第169回（2022年9月7日）まで分科会開催ごとに
説明が加えられている。こうした経緯を経て、大学設
置基準等の一部を改正する省令案が諮られ2022年10
月1日に省令が施行された。そこに至る過程におい
て、この新制度に対する懸念も含めて異論が提出され
ている。それをいくつかみておこう。

たとえば、「基幹教員を改めて定義することによっ
て、教員の非正規化というものをむしろ推し進めてし
まうのではないかと懸念をしている」（中央教育審議会
大学分科会 2022a）、「財政上の理由から、教員の待遇
引下げの方便となっていないかなど、事前または事後
のチェック体制を厳密に実施していただきたい」（同 
2022b）、「複数の大学で基幹教員として常勤で教育に
たずさわることを認める方向が、この制度の主旨から
して、本来あるべき形だと思います。今までのよう
に、片方が常勤で片方が非常勤となってしまうと、
じゃあ、そもそも何で基幹教員という名前にするのか
という、そのそもそもの意味が非常に曖昧になりま
す」（同）。これらは、基幹教育制度が教員の非正規化
を推し進めることになるという疑念である。

また、「（教員は）学生指導を含めて、多様な運営上
の仕事がございまして、ここにエフォートを割かなく
てもよい教員が増える可能性が考えられるのではない
かと思います」（同）などである。これは、複数の大学
に雇用されるという基幹教員制度のもとで、授業のみ
を担当し、それ以外の学生指導などをしない教員が増
加するのではないか、その結果、1つの大学にのみ雇

用される基幹教員の仕事量が増大する、全体として教
育の質が低下するのではないかという懸念である。

さらには、「経営者としては、雇用契約をどうする
かというのが、最終的にいろいろと悩ましいところ…

（中略）…年金とか健康保険とかそういったいろいろな
労務に関することもあるので、」（同 2022c）といった、
基幹教員の雇用契約が複雑になることを心配する大学
経営者の声もある。

これらに対して、文部科学省は、「文部科学省とし
て、人員削減を意図したものということで考えている
ものではありませんが、教員が十分に養成されていな
い成長分野等において、民間企業からの実務家教員の
登用や、複数大学等でのクロスアポイントメント等に
よる人材確保を期待して導入するものでありまして、
今後その趣旨も含めて、適切に周知等を図ってまいり
たいと思っております。」（同）

また、専任教員数の4分の1は事実上、非常勤教員
に置き換えられることになり、教育の質の低下は免れ
ないのではという反対意見に対しては、「4分の1の範
囲内で必要最低教員数に算入することができる基幹教
員につきましても、教育課程等の編成等に責任を担う
ことを要件としております。このため、単に授業科目
を指導するという非常勤の教員については、基幹教員
とならないということを記載しております。」（同）と、
対応に追われている。

さらに、文部科学省はウェブサイトに解説資料を掲
載し、YouTubeを利用した動画による説明、また、
Q＆Aを用意するなど入念な対応をしている。とりわ
け基幹教員制度に関する説明量は多く、それが大きな
改革と認識していることがわかる。

さて、この基幹教員制度が将来的にどの程度定着す
るのかは、大学審議会における懸念の表明はあるもの
の、個々の大学がどのように受け止め、それにどう　
対応するかは現段階では何とも言えない状況にある。
しかしながら、この新制度をこれまでの大学教員政策
に位置付けたとき、ある程度の予測ができるのではな
いかと考える。以下、それを検討しよう。
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4．�大学改革における大学教員政策─教員の教
育化

大綱化以来の大学教員に関する政策を振り返ったと
き、以下の3点にまとめることができる。第1は教員
としての教育力の問題、第2は教員の任期の問題、第
3が異業種からの参入問題である。

第1の教員としての教育力の問題は、大学の「教育」
が改革課題となった、1991年の大学設置基準の大綱
化を起点とする。大学設置基準の大綱化は、大学に関
する各種の規程を緩やかにするとともに、個々の大学
は自らの責任において、教育研究活動について自己点
検・評価を行うこととされた。大学の教育研究の質の
向上が、その目的である。

当初、努力義務とされたこの自己点検・評価制度は、
1999年に結果の公表の義務化とともに、学外者によ
る結果の検証を努力義務とすることと、大学設置基準
において改正された。それから3年後の2002年には、
学校教育法において、自己点検・評価の実施と結果の
公表、その第三者による検証が義務づけられた。大学
設置基準という省令による規程から、学校教育法とい
う法令による規程に変更されたのである。その施行は
2004年からであり、いわゆる認証評価の開始である。

教育研究活動を担うのは、言うまでもなく教員であ
る。とりわけ、日本の大学教員は、授業に力を入れて
いないと指摘され、諸外国（実質的にはアメリカが参
照枠）において実施されているFDを日本の大学も組
織的に実施すべきとされた。FDという言葉が公的に
用いられた嚆矢は、1991年の大学審議会の「大学教育
の改善について（答申）」である。そこでは、教員の授
業内容・方法の改善・向上への取り組みと定義されて
いるが、その具体的な方法を知る者はほとんどいな
かった。言葉に馴染みがなかっただけでなく、大学教
員に対する組織的な研修の実施に対して、アレルギー
を呈する者も多かった。しかしながら、1999年に大
学設置基準において努力義務化され、2007年には大
学院設置基準、2008年に大学設置基準において義務
化されたこともあり、内実はさまざまながら、FDは
大学における日常用語となった。教員は、教育に注力

すべし、それを組織的な体制で推進すべしという方針
が貫かれてきた。

第2の任期制の問題は、1997年の「大学の教員等の
任期に関する法律」の施行によってはじまった。それ
に先立ち1994年に大学審議会からの「教員採用の改善
について（答申）」において、大学の教育研究の中心を
担う教員には優れた人材を確保できるよう、教員人事
の在り方について改善を図っていくことが必要と論じ
られ、具体的には公募制の導入、選考基準における教
育能力の積極的評価、他大学出身者・社会人・女性等
多様な経験・経歴を持つ者の採用などが謳われた。そ
れに引き続いて教員の任期制問題が論じられ、上述の
法律の制定となった。日本にとっては初めての非終身
雇用制度の導入である。自校出身者を教員として採用
し年功序列で昇進するような人事が、教育研究の停滞
を招くと批判され、任期制を導入することによって現
状を打破し、人事の流動化による教育研究の活性化を
図ることが、目的とされた。

大学教員の任期制が導入されてしばらく後の2001
年、任期制を導入している大学は21.3%、任期制の適
用を受けている教員は1.9%、任期制を導入している大
学における任期制適用教員の比率でみても4.5%に過
ぎなかった。また、適用を受けている教員のうち
67.5%は再任回数に上限がない。すなわち、再任が承
認されれば定年まで在職できるという名ばかりの任期
制であった（山野井・葛城）。それが、2020年には、任
期付きの教員は36.3%まで増加している（文部科学省 
科学技術・学術政策研究所 2021）。39歳以下の若手研
究者では、63%が任期付きである（同）。教育研究の活
性化を図るとして導入された任期制であるが、結果と
しては若手研究者の安定的ポストの減少となっている
ことがわかる。大学の基盤的経費の減少に伴い、大学
は競争的資金の獲得によって補充を図ろうとしている
が、若手研究者はこの競争的資金で雇用されるケース
が多い。そのことが、若手研究者の任期付きポストの
増加ともなっているのである。

こうした状況は、博士課程進学者の減少となって表
れており、それは日本の大学の研究力の低下につなが
る。研究力の低下問題は日本の将来に関わる問題と、
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各所で指摘されるものの（IDE大学協会 2023）、ここ
まで広がった任期制に対する十分な対策をとることは
容易ではない。

第3が、異業種からの大学教員への参入である。そ
れは、専門職大学院の制度化によって始まったと言っ
てよいだろう。専門職大学院を制度化するにあたって
議論になったのは、専門職の実務内容を誰が教えるこ
とができるかという問題であった。実務は実際に専門
職に従事している者でなければ教えることができな
い、専門職養成を目的とする専門職大学院では理論と
実践の架橋を図ることが必要だとする議論のもとに、
専任教員のうち、その専攻分野において概ね5年以上
の実務経験、実務能力を有する者を30%以上（法科大
学院においては20%以上、教職大学院に関しては40%
以上）を実務家教員とすることが規定された。もちろ
ん、それ以前にも大学以外の職域において専門分野で
優れた研究成果を挙げた者を、大学が専任教員として
雇用することはあったが、そこでの教員の区別はな
かった。しかし、専門職大学院制度の発足とともに導
入された制度は、大学参入以前の経歴から、研究者教
員と実務家教員と制度的に分離する方式であった。こ
の制度化のもとでの実務家教員は、優れた研究業績を
挙げた者ではなく、実務の点から教育ができる者であ
る。そして、その実務家教員に対する期待は「教育」で
ある。専門職大学院において、採用人事を進める立場
にある教員に対する調査では、実務家教員に何を期待
するかという質問に対して、73%が「どちらかと言え
ば教育」を選択しており、その対極にある「どちらかと
言えば研究」を選択する8.5%を大きく凌駕している。
実務家教員への期待は「教育」にあることは明白であ
る。ただ、他方で、研究者教員に対しても、「どちら
かといえば教育」を期待する者は52.3%にのぼり、「ど
ちらかと言えば研究」を期待する者27.7%を上回って
おり、専門職大学院そのものが「教育」のための機関と
なっているということができよう（株式会社リベルタ
ス・コンサルティング 2023）。

こうした状況下において、2021年には大学基準協
会から実務家教員の質に対する疑義が表明されてい
る。実務家教員の確保が困難な大学院があると同時

に、実務家教員ばかりで構成されている大学院もある
ことを問題としている。単に、大学での教育歴、企業
などでの研究業績をそのまま大学に持ち込むことに慎
重であるべきとし、「実務家教員に対しても学術・研究
上の要件を一定程度求めること」が必要だと警鐘を鳴
らしている。そのために、「実務家教員数の上限値を定
めたり、研究者教員の最低値を法令上明確にしたりと
いったことが考えられる」と提案している（大学基準協
会 2021）。これは、実務家教員の質が高くはないこと
を示す意見であり、異業種からの大学教員への参入が
必ずしも効果的に働いてはいないことが推察される。

そうしたなか、異業種からの大学教員への参入の新
たな制度が制定された。クロスアポイントメント制度
である。2014年に制度化されたこの制度は、研究者
が、大学と民間企業との間でそれぞれ雇用契約関係を
結び、各機関の責任のもとで業務を行うことが可能な
仕組みである。「『日本再興戦略』改訂2014」、「科学技
術イノベーション総合戦略2014」、「統合イノベー
ション戦略2019」など主に内閣府における議論のなか
で浮上したものである。背後には、経済界からの「産
学連携による人材育成を進めるにあたり、企業人が大
学教員として活躍できる環境を整備するうえで、大学
には、クロスアポイントメント制度の活用を拡大して
企業との人材交流を促進することが求められる」（日本
経済団体連合会 2022）といった要請もあった。経済界
との結びつきが強い経済産業省は、「卓越した人材が
大学や公的研究機関、企業等の壁を越えて、複数の組
織において活躍できるような環境を整備」（経済産業省
webサイト）と推進の立場を明瞭に示しているが、他
方、文部科学省は「大学等から企業へのクロスアポイ
ントメントの事例はごく一部にとどまって」（文部科学
省 2020）いることを指摘し、いくつかの課題整理をし
ており、両者間には温度差があるようにみえる。

実際、クロスアポイントメント制度による異動者
は、2021年において大学が他機関から受け入れたの
が340件、大学が他機関へ派遣したのが226件に過ぎ
ない。また、他機関からの受け入れ、自機関からの派
遣ともに、その期間は2年未満が約60%であり、極め
て短期間の異動である（文部科学省 2021）。大学人に
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とっても民間企業の研究者にとっても、魅力ある制度
とはいえないようだ。

このように大綱化以降の教員政策をみると、研究よ
りも教育が重視され、任期制の導入や異業種からの参
入による教育・研究の活性化が図られてきた。しかし
ながら、任期制は若手研究者の研究力向上を阻み、教
育を目的として異業種からの参入による実務家教員制
度は、教員の質に疑義が投げかけられ、産学連携によ
る人材育成をめざすクロスアポイントメント制度の普
及ははかばかしくない。

5．基幹教員制度の今後

さて、こうした政策の延長に基幹教員制度を位置づ
ければ、今後の基幹教員制度がどのように機能するか
おぼろげながら想定がつく。文部科学省は2018年5月
に「実務家教員の登用促進について」（文部科学省 
2018a）という資料を作成しており、同年8月にそれを
ブラッシュアップした「実務家教員の登用促進につい
て」（文部科学省 2018b）を作成している。これは、
2017年の専門職大学の開始にともない、実務家教員
を必要専任教員に上乗せで配置することが可能とする
制度を議論したものである。興味深いのは、その実務
家教員は、年間6単位以上の授業を担当し教育課程の
編成等に責任を負うべきとされている点である。基幹
教員の原型ともいえる提案がなされているのである。

そして、2022年12月に出された「実務家教員の確
保・活用について」では、同年9月に改正された大学設
置基準における基幹教員制度について言及し、「本改
正により、教員が十分に養成されていない成長分野に
おいて、民間企業からの実務家教員の登用や、複数大
学でのクロスアポイントメント等の進展が期待され
る」と指摘しているのである（文部科学省 2022f）。

さて、冒頭で示した基幹教員の3つのタイプに即し
て考えれば、文部科学省は、第3のタイプである常勤
以外の教員（非常勤）が、ある大学の授業科目を年間8
単位以上担当するケースとして基幹教員制度に期待し
ているようである。実務家教員やクロスアポイントメ
ント制度の進展のために、基幹教員制度を導入したよ
うにも見える。しかしながら、実務家教員が教育課程

の編成等に責任を負う、クロスアポイントメント制度
による教員が年間8単位以上の授業科目を担当するこ
とは、さほど容易なことではない。

第1のタイプ、常勤の教員で1大学の1学部に所属
し、主要授業科目を担当するケースはこれまでの専任
教員と同様であるから、これは名称変更で事足りる。
第2のタイプは常勤の教員が他大学・他学部の授業科
目を年間8単位以上担当するケースであるが、常勤職
がありながら、他大学・他学部の授業科目を年間8単
位以上担当し、かつ、教育課程等の編成に責任をもつ
ことを望む教員が多いとは思われない。

では、この基幹教員制度に応募してくる者がいるの
か。あるとすれば、任期付きのポストにある若手の教
員、常勤職を求める非常勤職の教員である。しかし、
名称が変わるだけで、雇用条件が好転するとは思われ
ない。むしろ常勤教員のポストを減らして非常勤教員
を基幹教員として雇用し、専任教員と同等に教育課程
等の編成に責任を持つ働き方を要請されるようになる
のではないかとも懸念される。上述のように文部科学
省は、それを意図した制度ではないことを強調してい
る。

しかしながら、この問題を大学経営者はどのように
考えているのか。朝日新聞の「ひらく　日本の大学」の
2022年の調査では、学長に基幹教員制度への賛否を
尋ねている。それによれば、基幹教員制度に「賛成」す
る学長は20.6%、「どちらかと言えば賛成」が45%で
あった。これを3分の2が賛成しているとみるか、積
極的に賛成するのは20%にとどまるとみるか、ある
いは3分の1は賛成していないとみるのかは、更なる
検討が必要である。

30年を振り返れば、大学教員への異分野からの参
入を緩やかにし、他方で、若手研究者の安定的ポスト
を減少するという、何とも矛盾する大学教員政策を
取ってきたと総括することができよう。いずれもが、
大学の教育・研究の活性化を目的に掲げての改革で
あった。これら各種の制度の導入により大学の教育・
研究が目覚ましく発展したかといえば、首肯しがたい
状況にあることだけは確かである。そして、残念なこ
とに新たに導入された基幹教員制度は、現状の問題の
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打開策になる明確な見込みはない。
文部科学省には、弥縫策ではない大学教員政策を期

待するとともに、それをバックアップするためにも、
大学教員に関する近年のこうした変化を視野に収めた
研究が求められる。湯川・坂無・村澤が指摘するよう
に、「専門研究コミュニティ外部の問題意識とつなが
る形で、これまで蓄積してきた専門知見を開きながら
活用し、より広い範囲での建設的批判や対話を主導す
る ことで、当該領域の研究の裾野をさらに広げるこ
と」（湯川・坂無・村澤 2019）が求められている。

【注】
（１）�大学分科会第13回（2022年2月9日）議事録には、

基幹教員に関する説明がなされている。質シス
テム保証部会で基幹教員の話題が登場するのは、
2022年2月16日である。質システム保証部会の
作業グループでの議論のとりまとめは、質シス
テム保証部会に先んじて大学分科会で報告され
ている。この理由については追究をしていない
が、いかにはやく基幹教員を制度化しようとし
たか、文部科学省の意図が見えるように思う。
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